
令和３年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した各種事業の結果公表 

 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、地方公共団体が地域の実情に応じて、感染症拡大防止や雇用維持・事業継続、経済活動

の回復、強靱な経済活動の構築に向けたきめ細やかな事業を実施できるよう創設されました。令和３年度において赤井川村が実施した各種事業の

取り組み結果について公表します。 

 

＜総務費＞ 

事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

ＰＣＲ簡易検査事業 702千円 行政や介護事業所等の機能維持や施設利

用者等の安心に寄与するため、簡易検査用

キットを購入した。 

＊保有数：310個(内 使用数：219個) 

新型コロナウイルス感染症の罹患にかかる早期対

応の判断基準となり、住民の安心に繋がった。 

公共施設感染症対策備品等購

入事業 

2,342千円 不特定多数の村内外の方が利用または来

場する施設における感染防止対策用備品

等を導入した。 

＊主な導入備品と設置台数 

・非接触型体温自動検査兼自動消毒器 12台 

・加湿器               1台 

・飛沫防止ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ(ｱｸﾘﾙ板含む)   16枚 他 

不特定多数の村内外の方が利用または来場する施

設の感染防止策が図られた。 

感染予防継続持続化支援給付

金事業 

11,006千円 各家庭にて実施している感染予防策に対

する支援を行った。 

＊支給額：1万円×1,085人 

住民の感染症対策が継続的に図られた。 

赤井川村魅力発信動画作成 

事業 

550千円 ポストコロナに向けた各種イベントやふ

るさと納税 PR 等に使用する動画を作成し

た。 

赤井川村の魅力が伝わる動画が作成でき、イベント

やふるさと納税のＰＲに寄与した。 



事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

ホームページリニューアル 

事業 

3,630千円 受け手にとって、見やすい・伝わりやすい

を目指し、ホームページのリニューアルを

行った。 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症にかかる感染防止対策等の危機

管理情報の伝達の向上やポストコロナに向けた観

光案内等の充実が図られた。 

確定申告支援システム改修 

事業 

583千円 ペーパーレスによる国税システムとの連

携を実現するようシステム改修した。 

ペーパーレスによって、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症にかか

る感染予防対策が図られた。 

 

 

＜民生費＞ 

事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

原油価格高騰対策支援給付金 

事業 

7,680千円 冬期間の生活における価格高騰対策を図

るため、支援金を支給した。 

＊支給額：2万円×384世帯 

＊年収 960万円以下の課税世帯を対象 

家計費の負担軽減が図られた。 

地域介護力創出支援事業 80千円 介護職員初任者研修の受講を助成した。 

＊助成上限 80,000円×1人 

コロナ禍において、地域介護力の確保に寄与した。 

 

    

 

＜衛生費＞ 

   

事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

高圧気中開閉器取換事業 605千円 

 

指定避難施設における緊急発電設備の高

圧気中開閉器を取り換えた。 

 

ｺﾛﾅ禍での感染症対策環境整備の機能強化（停電時

における自発的避難等への対応において、生活空間

等のゾーニング環境を保ち、密接・密集を回避し、

感染予防の寄与)が図られた。 



事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

疾病予防対策事業 457千円 健康かるてシステムの改修を行った。 予防接種法に基づく(ﾛﾀｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ)に係るﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ情

報連携体制整備が図られた。 

 

 

＜農林水産業費＞ 

事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

農業共済収入保険加入助成事

業 

787千円 

 

ｺﾛﾅ禍により全国的に農産物の消費が落ち

込み、農業収入が減少することを防ぐ手段

として、令和 4年分農業共済収入保険加入

者の保険料に対し助成した。 

＊助成上限 100千円(補助率 1/2)×１6人 

＊農業共済収入保険加入者 

保険加入により、農業者の経営の安定化を図られ

た。 

 

 

＜商工費＞ 

事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

事業継続持続化支援事業 (第 1回) 

 900千円 

(第 2回)  

1,300千円 

＊支援額 

法人 100千円 

個人  50千円 

『道特別支援』制度の要件を一部拡充し、

本村独自のきめ細やかな支援を実施した。 

＊支援実績 

 

 

 

 

コロナ禍における村内事業者の事業継続が図られ

た。 

※第１回 

法人  ５事業者 

個人  ８事業者 

※第２回 

法人  ６事業者 

個人 １４事業者 



事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

新型コロナウイルス感染症対

策支援金事業 

1,200千円 緊急事態宣言の対処に要した営業制限要

請を行った事業者に対する支援を実施し

た。 

＊1,200千円（１事業者に対して 600千円×2回分） 

村内事業者の協力により、人の往来が減少し、感染

症対策が図られた。 

特産品開発支援事業 573千円 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により落ち込ん

だ経済活動を復調させるため、特産品開発

を行った事業の支援を実施した。 

＊4事業者 

新たな特産品の開発によって、村や事業者のＰＲに

寄与した。 

新型コロナウイルス感染症対

策利子補給事業 

1,380千円 商工会の推薦による日本政策金融公庫「小

規模事業者経営改善資金」融資に対する利

子補給を行った。 

＊新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策利子補給基金を創設 

積立金額 1,380千円 

＊補給期間：R3から R5まで 

うち、R3利子補給助成金 335千円_9事業者分 

コロナ禍において、資金繰りに苦慮している事業者

の負担軽減が図られた。 

村内ポイント巡りラリー開催

補助事業 

283千円 ポストコロナを見据えたイベント開催の

実証事業を補助した。 

イベント開催の実証事業を行うことで、新たなＰＲ

事業のひとつのモデルができた。 

観光地域づくり法人運営補助

金 

600千円 観光地域づくり法人（DMO）を通じ、地域

の多様な関係者による効率的な観光地経

営の視点を持った法人運営を支援した。 

多様な関係者を主体に、アフターコロナを見据えた

新たな観光資源の発掘が行われた。 

カルデラ公園用感染対策備品

購入事業 

164千円 コロナ禍における感染症対策として、公園

ベンチを新たに購入した。 

＊設置台数 ３台 

ソーシャルディスタンスの確保につながり、感染症

対策が図られた。 

 



＜消防費＞ 

事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

救急車ウイルス除去装置導入

事業 

289千円 感染対策に有効な装置を救急車に備えた。 

＊濃度計付きオゾン発生器 １台 

車内における感染症対策の環境整備が図られた。 

地域防災ＩＯＴ推進事業 4,290千円 自然災害の状況確認、山岳遭難活動にドロ

ーンを導入した。 

＊ドローン １台 

密接を回避する避難救助活動並びに的確な状況把

握を行うことができ、早期の災害復旧や捜索活動の

展開に寄与した。 

 

 

＜教育費＞ 

事業名 決 算 額 事業概要 事業の効果 

学校保健特別対策事業 

 ・学校等における感染症対策支援 

事業 

623千円 学校教育活動に伴う感染症対策、学習保障

に係る環境整備を実施した。 

・感染症対策に係る環境整備費、消毒剤等

消耗品のほか備品購入 

教育活動における感染症対策が図られた。 

修学旅行キャンセル料負担 

事業 

73千円 コロナ禍での修学旅行の延期に伴うキャ

ンセル料の家計負担を軽減した。 

経済的負担軽減が図られた。 

トレーニング器具購入事業 952千円 村体育館に、健康維持や増進を目的とした

備品を購入した。 

＊主な導入備品と設置台数 

･ﾄﾚｯﾄﾞﾐﾙ   2台  

･ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾊﾞｲｸ  2台 

･ﾗﾊﾞｰﾀﾞﾝﾍﾞﾙ   4個 

･懸垂ﾏｼﾝ     1台  他 

健康維持や増進に努め、新型コロナウイルス感染症

にかかりにくい免疫力を保持することによって、感

染予防に寄与した。 

 



＜集 計＞ 

歳 入 歳 出 

（執行額ベース） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

    １次配分  ３４，１４０千円 

２次配分   １，２０２千円 

３次配分   １，５４７千円 

４次配分      ３７千円 

     計    ３６，９２６千円  

 

 

 

４２，００３千円 

 

財源内訳 

 交 付 金  36,926千円 

 国庫補助金    73千円 

 一般財源   5,004千円 

  ＊国庫補助事業算定分 

・学校保健特別対策事業費分算定  １，２００千円 

 (R2感染症対策等の学校教育活動継続支援事業分) 

  ・後期高齢者給付費等負担金分算定      ２千円 

  ・疾病予防対策事業費分算定     ３７千円 

   (R3 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ情報連携体制整備事業分) 

※事 業 経 費：千円未満端数切り上げにて集計しています。 

※歳出(執行額ベース)：本表における事業経費の合算のため、新型コロナウイルス感染症対応地方 

創生臨時交付金関連の公表数値とは一致しません。 


